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家屋評価計算システム導入及び保守業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

この要領は、家屋評価計算システム導入及び保守業務委託について、当該業務の目的及び内容に

最も適した業者を選定するため、公募型プロポーザル方式を実施するにあたり、必要な事項を定め

るものとする。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

家屋評価計算システム導入及び保守業務委託 

（２）業務内容 

  「家屋評価計算システム導入及び保守業務委託仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

契約締結日の翌日から令和７年３月３１日まで 

   導入業務：契約締結日の翌日から令和７年２月１７日まで 

保守業務：システムの導入作業完了後から令和７年３月３１日まで 

（４）履行場所 

愛知県安城市桜町１８番２３号安城市役所及び受注者所在地 

（５）提案上限額 

   金１１，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

３ 参加資格 

次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１）安城市競争入札参加資格者名簿（委託）に登録があること。 

（２）公告の日から契約締結日までの期間において、安城市から入札参加資格停止の措置を受けてい 

  ないこと。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（４）公告の日から契約締結日までの期間において、「安城市が行う事務及び事業からの暴力団排除に

関する合意書」（平成２４年３月３０日付安城市長・愛知県安城警察署長締結） に基づく排除措

置を受けていないこと。 

（５）ＩＳＯ２７００１(情報セキュリティマネジメントシステム)認証を取得していること。 
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４ スケジュール 

  スケジュールは次のとおりとする。なお、本市の都合により予定日を変更する場合がある。 

No 手 続 日 程 

１ 公告日 令和６年６月１７日（月） 

２ 質問の受付期限 令和６年６月２１日（金）午後５時 

３ 質問に対する回答期限 令和６年６月２６日（水） 

４ 参加表明の受付期限 令和６年７月２日（火）午後５時 

５ 企画提案書等の提出期限 令和６年７月１６日（火）午後５時 

６ プレゼンテーションの実施 令和６年７月２４日（水） 

７ 審査結果通知 令和６年８月中旬 

８ 契約締結 令和６年８月下旬 

 

５ 質問及び回答 

（１）質問の方法 

本業務内容の質問は、質問書（様式１）を本市資産税課へ電子メールを送信することにより 

  行うこととする。電子メールの件名には「安城市家屋評価計算システム」の文字列を含むこと。 

メールアドレス：shisanzei@city.anjo.lg.jp 

（２）質問の受付期限 

令和６年６月２１日（金）午後５時 

（３）回答 

質問の回答は、後日速やかに本市ホームページ（当該実施要領が掲載されているページ）に 

掲載する。（随時更新する。） 

 

６ 参加表明 

  本プロポーザルの参加を希望する者は、次のとおり書類を提出すること。 

（１）提出書類（各１部ずつ提出すること。） 

  ア 参加表明書（様式２） 

  イ 業務実施体制図（任意様式） 

    本業務を受託した場合の体制図。協力会社や再委託先等、業務に携わる全ての事業者を 

   記入すること。 

  ウ ＩＳＯ２７００１(情報セキュリティマネジメントシステム)認証の写し 

（２）提出期限 

   令和６年７月２日（火）午後５時 

（３）提出方法 

   土日祝日を除く平日午前９時から午後５時までの間に、安城市総務部資産税課家屋係（北庁舎 

２階 ５７番窓口）まで持参し提出すること。持参する旨や日時等を予め電話連絡（０５６６－ 

７１－２２１５）すること。 

（４）結果通知 

 参加資格等の確認を行った後、結果を参加者の連絡先メールアドレス宛てに個別に通知する。 

 

７ 企画提案書 

  参加表明書を提出し、参加資格を満たすと判定された者は、次のとおり書類を提出すること。 

 なお、期限までに提出が無い者は辞退したとみなす。 

（１）提出書類 

  ア 企画提案書 
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  イ 見積書 

  ウ 要求仕様等確認書 

（２）提出期限 

   令和６年７月１６日（火）午後５時 

（３）提出方法 

   土日祝日を除く平日午前９時から午後５時までの間に、安城市総務部資産税課家屋係（北庁舎 

２階 ５７番窓口）まで持参し提出すること。持参する旨や日時等を予め電話連絡（０５６６－ 

７１－２２１５）すること。提出期限以降における企画提案書の追加、差替え及び再提出は原則 

認めないが、誤字脱字等の軽微な修正の場合は、協議の上決定することとする。 

（４）作成要領 

ア 企画提案書は、Ａ４版で作成すること。枚数は表紙・目次を除いて５０頁以内とする（両面 

は２頁となる）。 

イ 企画提案書は正本１部（社名・押印）に加えて、押印を除した副本（カラーコピー）を７部 

提出すること。 

ウ 本編は、「評価基準及び企画提案書記載事項」の項目に従い、すべての項目について漏れなく 

記載すること。記載の無い項目については評価しない。 

エ 様式は任意とし、文字サイズは１１ポイント以上とする。ただし、図表や注記等については 

この限りでは無い。また、各頁に頁番号を記載すること。 

オ 専門用語は極力排除し、平易な日本語で記載すること。 

カ 見積金額は、本件に要する一切の経費を含んだ総額（導入費用と導入後から令和７年３月３ 

１日までの間の運用保守費用）とすること。ただし、システムの利用ライセンスについて「買 

い切り」の場合はその全額を、「使用権のみ購入」の場合は「５年利用分の金額」を計上するこ 

と。 

また、令和７年４月１日からの５年間の運用保守費用（評価替え対応費用を含む）について 

も見積もることとし、業務区分ごとの数量、単価、金額等を明らかにした積算根拠がわかる内 

訳書を添付すること。 

  キ 金額は全て税抜表示とすること。 

  ク 要求仕様等確認書については、「対応状況」、「備考」、「対応費用」欄に回答を入力すること。 

ケ 見積書（内訳書を含む）及び要求仕様等確認書は、企画提案書の項数に含まないものとする。 

 

８ プレゼンテーション 

企画提案書を提出し、かつ、その内容が必要な条件を満たしている事業者には、企画提案に係る

プレゼンテーション及びパッケージシステムに係るデモンストレーション（以下「プレゼンテーシ

ョン」という。）の実施を依頼する。プレゼンテーションの実施時期は、令和６年７月２４日（水）

を予定している。各提案者の実施日時・場所等、詳細な実施内容については企画提案書提出後に伝

達する。なお実施日等に関する提案者からの要望は原則受付けない。 

（１）プレゼンテーションの実施 

ア 実施方法 

提案者は自らの提案内容の説明を行う。持ち時間は、準備１５分、プレゼンテーション３０

分、質疑応答１０分、片付け１０分とする。 

イ 参加者 

本業務を実際に行う者を主な説明者とし、参加者は最大で５名とする。 

ウ 実施環境 

プレゼンテーション実施のために必要とされる機器（ＰＣ、ケーブル、ＯＡタップ等）につ

いては企画提案者が準備すること。 
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エ スクリーン及びプロジェクターについては、本市が準備する機器を使用してもよい。 

ただし、機器に接続するためのコネクター等が必要な場合は、企画提案者が準備すること。 

オ プレゼンテーションに参加しない場合は、評価の対象としない。 

 

９ 企画提案審査 

  総務部長を委員長とする６人で組織する審査委員会において、以下のとおり審査を行う。 

（１）審査方法 

委員毎に「評価基準及び企画提案書記載事項」に基づき評価を行い、その合計点が高い者から

順位を付け、第１位とした委員を最も多く獲得した者を優先交渉権者として選定し、２番目に多

く獲得した者を次点者として選定する。 

なお、第１位と採点した委員が同数であった場合については、その者の内、第２位をより多く

獲得した者を優先交渉権者として選定する。ただし、第２位と採点した委員も同数の場合には、

各委員の合計点を集計した点数がより高い者を優先交渉権者とする。 

参加事業者が１者の場合には、審査評価の配点合計が平均５０点を超えていれば優先交渉権者

として選定する。 

（２）審査結果の通知 

審査結果は、提案者に個別に通知する。また、本市のホームページ（当該実施要領が掲載され

ているページ）に公表する。 

 

１０ 企画提案の無効 

次に掲げる条件に該当した企画提案は無効とし、無効の企画提案を行った者を優先交渉権者 

又は請負者としていた場合は当該決定を取り消す。 

（１）本要領において示した参加資格のない者が提出した企画提案 

（２）提出書類に不備、不足があった企画提案 

（３）虚偽の内容が記載された企画提案 

（４）公正な競争を害し、又は不正の利益を得るために企画提案に参加したと認められる者の提出し

た企画提案 

（５）見積書の金額が見積限度額を超えた企画提案 

 

１１ 契約の締結 

（１）審査委員会が選定した優先交渉権者（受注者）と発注者が協議し、委託契約に係る仕様を確定 

させたうえで契約を締結する。仕様書の内容は提案された内容を基本とするが、優先交渉権者と 

発注者との協議により決定する。 

（２）契約金額は、協議結果に基づき仕様書を確定し、改めて見積書を徴取し決定する。 

   なお、見積金額は提案上限額を超えないものとする。 

（３）委託契約に係る仕様を確定させる協議が整わなかった場合には、審査結果において次順位の交 

渉権者と協議を行うこととする。 

 

１２ その他 

（１）本件に関する説明会は行わない。 

（２）提出書類は返却しない。 

（３）提出書類の作成費用や交通費等、本件において発生する一切の費用は参加者負担とする。 

（４）評価項目や審査結果等、本プロポーザルについての異議申し立ては受け付けない。 

（５）提出書類に記載された個人情報は、本プロポーザルの実施に必要な範囲でのみ用いることと 

し、無断で他の用途には用いない。 
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（６）提出書類について安城市情報公開条例（平成１２年安城市条例第４９号）第６条に基づく開示 

請求があったときは、一般社員の氏名及び経歴、見積りの詳細な積算内容等、同条例第７条各号 

に規定する非開示情報を除き、原則としてこれを開示することとなるので、非開示としてほしい 

情報がある場合は、あらかじめ非公開としてほしい項目及びその理由を書面で提出すること。た 

だし、当該項目及び理由が同条例第７条各号に該当すると認めがたい場合は、開示することがあ 

る。 

（７）本件において使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるも 

のとする。 

 

１３ 問い合わせ先 

  安城市総務部資産税課家屋係 

安城市桜町１８番２３号  北庁舎２階 ５７番窓口 

電 話 ０５６６－７１－２２１５ 

メールアドレス shisanzei@city.anjo.lg.jp 

 


